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はじめに

国際的な孤立には，大きな経済コストが伴

う。しかし，1979 年に革命によって樹立され

たイラン・イスラーム共和国は，まさにその革

命が理由で，様々な孤立圧力にさらされてき

た。革命により反米・反イスラエル国家に変貌

したイランに対し，米国は様々な制裁を科し，

その弱体化を試みた。一方で，東西冷戦のさな

かに革命を達成したイランの新政権も，「西で

もなく，東でもなく」独自の道を歩むことを宣

言し，経済的な「自立」をそのスローガンに掲

げた。2002 年に「核開発問題」が発生して以

降のイランは，数々の国連安保理制裁にもひる

まず，「名誉ある孤立」の道を選んだ１）。

しかし，核開発問題の発生から約 13 年の月

日を経て，2015 年７月にはついにイランと米

国を筆頭とする６カ国２）との間で核合意が成

立し，これを受けて 2016 年１月には，核開発

問題に関しイランに科されていた一連の制裁は

解除（あるいは一時停止）された。そして制裁

解除という新たな状況を受けて，豊富な資源と

人口を抱え，高いポテンシャルを有するとされ

るイラン経済の行方が，にわかに注目を集めて

いる。

イランの経済再生戦略

日本エネルギー経済研究所中東研究センター　坂梨 祥

イランの経済構造は必ずしも石油一辺倒ではなく，石油部門の GNP への寄与率は３割程度にとどまるが，

近年対イラン制裁が強化される中では，輸出総額の８割に上る石油輸出収入が，イラン経済の命綱となってき

た。2016 年１月に核合意の成立を受けて核関連の制裁は解除され，イランは制裁下で疲弊した経済の立て直

しに乗り出しているが，まさにそのタイミングで油価は下落傾向に転じ，石油輸出収入の増加を頼みにはでき

ない状況となっている。そのような中，イランのロウハーニー政権は外資の参入を得てイラン経済を回復の軌

道に乗せたい意向だが，制裁が一部残存し，イラン国内にも外資への不信感が残り，イランに独特の経済慣行

も維持されている中，その実現には今後とも紆余曲折が伴うことが予想される。しかし石油輸出収入がそう大

幅に増加する見通しも立てられない中，ロウハーニー政権には税収増に頼る以外の選択肢もなく，「脱石油依

存」という革命以来のスローガンの実現は，今やイラン・イスラーム共和国体制の安定的存続に必須の条件と

なっている。
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そこで本稿においては制裁解除後のイランの

経済再生戦略を，主にロウハーニー政権の経済

政策に焦点をあてつつ明らかにすることを試み

る。本稿では第一に，近年のイラン経済の特徴

を概観し，第二にロウハーニー政権の経済政策

について，その課題と取り組みをまとめる。そ

して第三に，イラン経済再生への障壁となって

いる諸要素を整理し，最後にイラン経済の今後

を展望することとしたい。

経済の再生は，イランの現体制がまさにその

ために核交渉に臨んだ，イラン・イスラーム共

和国体制の安定的存続に不可欠な課題である。

イランの現体制は経済回復を順調に実現するこ

とにより，その正統性を強化することができる

のであろうか。以下，見ていくことにしたい。

Ⅰ　核合意前のイラン経済の状況

１．石油輸出収入の減少

イラン政府は革命以降一貫して，「石油依存

からの脱却」をその目標の一つに掲げてきた。

とはいえ革命以降の経緯を振り返ると，イラン

経済は原油価格の上昇により石油輸出収入が増

加すると一時活況に沸くものの，その後原油価

格が下落すると再度停滞する，というサイクル

を繰り返していた３）。

しかし，2012 年に制裁強化の一環でイラン

産原油のボイコットが開始されたことにより，

イランは原油輸出量の大幅な削減を余儀なくさ

れた。その結果，石油輸出収入も大幅に減少

し，これを受けてイランは「石油輸出収入に頼

らない経済発展（および政治的安定性確保）」

の道を，（より）真剣に模索せざるを得なくなっ

た。

図表１に見られるとおり，イランの原油輸出

収入は 2002 年以降徐々に増加し，2008 年のリー

マンショックの影響で翌 2009 年には一時落ち

込んだとはいえ，2011 年には 1150 億ドルに達

した。しかし，原油ボイコットを受けて輸出量

が減少したことで，2014 年の原油輸出収入は

536 億ドルまで落ち込んだ４）。2016 年１月に

は「イラン核合意」に基づく制裁解除が実現し

たものの，原油価格は 2015 年を通じて大きく

下落しており，たとえ制裁解除により輸出量を

回復させられたとしても，原油輸出収入自体は

そう大きく増えない見通しとなっている。

イランのロウハーニー大統領はこの状況を受

けて，「イランは経済制裁という困難な状況を

好機として，長年の目標であった石油依存度の

引き下げに成功した」と発表した５）。実際に，

イラン産原油ボイコットの開始以降，輸出総額

に占める原油輸出収入の割合と GNP に占める

石油部門の割合は，これまで徐々に低下してき

ている。

図表２に見られるとおり，高油価傾向の続い

た 2000 年代中盤は，イランの輸出総額に石油

輸出収入が占める割合は８割を超えており，

2007 年には 86.5%に上っていた。しかし，イ

ラン産原油のボイコットが開始された 2012 年

図表１　イランの原油生産量・輸出量・輸出収入の推移

（出所）OPEC 統計。
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には，その割合は 70%に，その後 2014 年には

64.0%まで下がっている。

次に名目 GNP に占める産業別割合を見てみ

ると，図表３のとおり，2008 年に石油部門の

割合は３割近くに上っていたものの，その割合

は 2012 年には 18%，2014 年には 15.3%まで低

下している。イランの経済構造はもともと石油

一辺倒ではなく，サービス業が５割程度を占め

る構造に近年変化はないものの，石油部門の縮

小に伴い鉱工業の割合が若干増えていること

が，この表からは見て取れる。

２．マクロ経済指標

とはいうものの，イラン経済に石油が与え

る影響はやはり大きい。図表４に見られると

おり，イラン産原油ボイコットが開始された

2012 年に，イランの実質 GDP の成長率はマイ

ナス 6.6%まで落ち込んだ。2013 年の成長率も，

マイナス 1.9%にとどまった。

一方で，マイナス成長を記録した 2013 年の

インフレ率は，34.3%に上っている。その背景

にはイラン産原油ボイコットの決定を受けた通

貨リアルの暴落と（2012 年１月から 2014 年１

月にかけて，イランの通貨リアルの対ドル為替

レート（市場レート）は 56%下落した６）），米

国が発動した対イラン金融制裁があった。金融

制裁による輸入コストの上昇は，リアル安と相

まって，インフレ率をさらに押し上げることに

なった７）。

制裁の強化による輸入の停滞は，部品など中

間財を輸入に頼るイランの自動車産業なども直

撃し，工場の稼働率は大幅に低下し，失業率は

上昇した。イラン統計局の公式発表によれば，

近年のイランの失業率は 11 〜 12%のレベルで

推移しているが，若年層に限定すれば，その失

業率は３割近くに上るとも報じられている８）。

図表２　イランの輸出総額に石油輸出収入が占める割合

（出所）イラン中銀“Annual Report”各号。

図表３　名目 GNP に占める産業別割合

（出所）イラン中銀“Annual Report”各号。

図表４　実質 GDP 成長率とインフレ率の推移

（出所）World Bank, World Development Indicators.
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イランの国際収支を見てみると，図表５のと

おり，イランは原油ボイコット以降も約 100 万

b/d の原油輸出は維持できたことから９），制裁

が強化される中でも黒字のまま推移してきた。

しかし，2012 年の原油ボイコット開始以降は，

経常収支の黒字幅は縮小傾向にある10）。

Ⅱ　ロウハーニー政権の経済政策

１．ロウハーニー政権の課題

2013 年８月に発足したロウハーニー政権は

すなわち，非常に厳しい経済状況を，アフマ

ディーネジャード政権から引き継いだことにな

る。2005 年から 2013 年まで２期８年にわたり

続いたアフマディーネジャード政権期は記録的

な高油価の時期に重なり，2003 年には 340 億

ドルであったイランの原油輸出収入は，（輸出

量自体は大きく変化していないにもかかわら

ず），2011 年には 1150 億ドルに上った。しかし，

アフマディーネジャード政権が推進した「弱者

救済」のための一連の政策は，通貨供給量の増

大によりインフレを加速させた。また，「零細

企業融資スキーム」11），あるいは「現金給付政

策」といった（「バラマキ」とも揶揄された）

分配政策は，持続的な成長に不可欠である生産

性の向上をもたらすものではなかった。

これに対してロウハーニー政権はその発足以

降，インフレ抑制と景気回復による雇用促進を

優先課題に位置づけ，一方では制裁解除の実現

に向けて核交渉に注力するとともに，経済面で

はまず，消費と支出の削減によるインフレの抑

制を目指した。ロウハーニー政権はまた，制裁

の解除に備え，国内の銀行制度改革に取り組ん

だ。制裁の強化によりイランが国際的な金融

ネットワークから切り離されていた間，イラン

国内では独自のビジネス慣行が，維持される傾

向があったからである。

ロウハーニー政権はまた，アフマディーネ

ジャード政権下で進められた民営化イニシアチ

ブの一部を中断した。2006 年のハーメネイー最

高指導者による民営化イニシアチブを受けて，

アフマディーネジャード政権下では，多岐にわ

たる部門の国営企業の民営化が進められ，その

過程では革命防衛隊系の団体も，様々な国営企

業の株式を取得することになった12）。しかし，

一連の民営化プロセスには時に不透明さがつき

まとい13），ロウハーニー政権下では石油部門

の民営化プロセスが，まずは「停止」されてい 

る14）。

一方で，アフマディーネジャード政権下で導

入された現金給付政策に関しては，ロウハー

ニー政権は改革の必要性は認識しつつ，その実

現には至っていない。現金給付政策は本来，エ

ネルギー価格への補助金を削減する一方，「補

助を本当に必要とする層にのみ」現金を給付す

るという政策であったが，現金給付の対象とす

べき人々の特定が間に合わず，アフマディーネ

ジャード政権は結局希望者全員を対象に，現金

図表５　イランの国際収支の推移

（出所）イラン中銀 Economic Trends 各号。
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給付を実施した。そして現金給付対象者の削減

は，今も困難な課題であり続けている15）。

２．外資への期待

マクロ経済指標は悪化し，また原油価格が低

下しつつある状況で，ロウハーニー政権が頼り

にしているものは外資である。人口 7800 万と

いう大きな市場と，石油埋蔵量世界４位，天然

ガス埋蔵量世界１位という豊富な天然資源を兼

ね備えたイラン市場には世界各国の企業も熱い

視線を注いでおり，欧州諸国を筆頭とする多く

の国々が，次々と大規模な経済使節団をイラン

に送り込んでいる。

制裁の解除以降，イランと欧州諸国との間で

はすでに複数の大型契約が結ばれている。たと

えばフランスのエアバスは航空機 118 機の輸出

契約をイランとの間で締結しており，米国の

ボーイングもイランとの間で航空機輸出をめぐ

る協議を行っていると報じられている16）。ほ

かにも運輸，インフラ，石化等多岐にわたる分

野において，各国企業とイランとの間に各種合

意が結ばれている17）。

これに対して，ロウハーニー政権のイランが

外国企業に最も期待しているのは，雇用創出と

経済発展に資する（と期待される）直接投資で

ある。イランは外国企業に対し，繰り返し合弁

事業の設立を呼びかけ，資金と技術のイランへ

の移転を求めている。制裁解除に際し，イラン

の最高権力者であるハーメネイー最高指導者

は，「イランは外国製品の単なる市場ではない」

と述べ，特に米国製品の輸入には難色を示した

が18），「ものづくり」の力を自ら蓄えることに

よる「経済的自立」の実現は，革命以降イラン

が掲げてきた変わらぬ願いでもある。

Ⅲ　経済再生の障壁

１．いまだに残る対イラン制裁

一方で，核開発問題に関する制裁は解除され

た今でも，イランに対しては米国が，「テロ支

援」，「人権侵害」などを理由とする数多くの制

裁を，依然として科し続けている。たとえば米

国は，米国人および企業を対象とした一次制裁

は維持しており，米国の通貨であるドルを対イ

ラン取引に利用することも認めていない19）。

さらに，米国には今日でもイスラエルと敵対

関係にあるイランとの取引を断固認めないロ

ビー団体や NGO が数多く存在し，イランとの

取引を断念させるためのキャンペーンを継続し

ている。2016 年 11 月に予定される米国の大統

領選挙の立候補者たちからも，イランへの厳し

い発言が相次いでおり，「オバマ後」の米国の

対イラン政策の行方も，今や不透明になってい

る。

また，米国が今日も制裁対象とするイランの

組織・個人との取引は，厳しく禁じられたまま

である。たとえば米国は，反イスラエル武装勢

力であるレバノンのヒズブッラーをテロ組織と

位置づけ，ヒズブッラーをイスラエルに対する

正当な抵抗運動と位置付けて支援するイラン革

命防衛隊のゴッズ部隊を制裁対象に指定してい

る。既述のとおり，革命防衛隊の関連団体はア

フマディーネジャード政権下においてその経済

権益を拡大させており，イランにおけるビジネ

ス・パートナーの選定には注意が必要となって

いる。総じて国際的な金融機関にしてみれば，

新規のイラン取引にはあまりに大きなリスクが

伴う状況が続いている。
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２．イラン側に残る外資への不信感

米国がイランの「革命体制」に対する数々の

制裁を維持している一方で，イランの側にも

79 年の革命直後に見られたような外国企業へ

の不信感が，一部に根強く残っている。たとえ

ば石油部門への外資導入をめぐるイラン国内の

動きを，その一例としてあげることができる。

イランでは革命直後に制定された憲法で，地

下資源の権益を外資に与えることを禁止した。

この憲法に違反することなく石油・天然ガス

部門に外資を導入するために考案された「バ

イバック」方式は，外資に非常に不人気であ 

り20），ロウハーニー政権はバイバックに代わ

る新石油契約（略称 IPC）方式の採用を目指し

ていた。ところがこの新たな契約方式は，「外

資を優遇しすぎている」との理由からイラン国

内で承認が得られず，その発表が遅れているの

である21）。

３．税収増の実現可能性

もし今後とも低油価傾向が続き，外資導入も

期待されているほどスムーズには進まない場合

には，ロウハーニー政権が発足当初から掲げて

いる税収増の実現が，重要性を増すことにな

る。ロウハーニー政権は 2015 年，2016 年と，

石油輸出収入の落ち込みを税収増でまかなう歳

入予算を立てているが，税収増には景気の回復

が不可欠であり，政府が期待するとおりの税収

が実際に確保できるかは不確かである。

イランにおいて税収増のハードルとなってい

るものの一つに，「財団（ボンヤード）」と呼ば

れる各種「慈善団体」がある22）。たとえば革

命によって追放された国王と国王の財団の資産

を管理する主体として設立された被抑圧者財団

は，革命体制の重要な基盤の一つとして様々な

特権を享受しながら，その経済活動を拡大させ

てきている。イスラーム共和国体制下の特権企

業と呼ぶこともできるこれらの財団は，一説に

は GNP の３割程度を占めているにもかかわら

ず，「最高指導者にのみ説明責任を負い」，納税

義務が課されていないのである23）。

一方で，イランでは徴税制度があまり徹底さ

れておらず，本来納められるべき税金も実際に

は納められていないことも，大きな問題となっ

ている。ロウハーニー政権はこの問題にも対処

する必要に迫られているが，近年では現金給付

政策に代表される，石油輸出収入の分配によっ

て正統性を確保してきた側面もあるイスラーム

共和国体制が，政治的自由化を伴わない徴税を

どの程度徹底できるのかということは，現時点

では不明である。

Ⅳ　今後の展望

これまで見てきたとおり，外資導入によりイ

ラン経済を回復させていこうとするロウハー

ニー政権の「経済再生戦略」は明確である。し

かしイランの歴代政権が抱えてきた高インフレ

および高失業の問題は続いており，制裁解除は

それだけで，状況の速やかな好転を約束するも

のでは決してない。米国の対イラン制裁が一部

維持されている一方，ロウハーニー政権の国際

協調・外資導入路線がイラン国内で完全な賛同

を得られてはいないことから，イラン経済再生

への道のりは，今後とも紆余曲折を伴うもので

しかあり得ないことが予想される。

イラン・イスラーム共和国はこれまで，1980

〜 88 年のイラン・イラク戦争中は補助金制度

等を通じた公正分配を重視し，その後戦後復興

の時代には自由化による経済発展を志向し，そ
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して高油価に沸いたアフマディーネジャード政

権期には再度，「富の公正分配」を優先させて

きた。そして一連の経験を経て，今日のロウ

ハーニー政権は，経済発展と富の公正分配の双

方をバランスよく実現する道を，改めて模索し

ているように見える。

とはいえ，革命体制ならではの存在である

（ボンヤード等）「特権企業」の改革の見通し一

つをとってみても，生産効率の改善を切実に必

要とするイランの経済再生への道のりは，そう

平坦なものではない。しかし，体制の安定的存

続には「石油に依存しない」発展経路の確立が

不可欠であるという認識は，今日のイランの体

制指導部におけるコンセンサスとなっている。

そのコンセンサスを背負い，まずは核交渉を妥

結させたロウハーニー政権が，経済再生による

国民の生活レベルの向上と，それによる体制の

安定という課題を今後いかに実現していくこと

ができるのか，その手腕が注目される。
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